
「企業は少子化をとめられるか」 

 

 育児休業に取得率目標 

 

 厚生労働省は、この９月 20 日に「少

子化対策プラスワン」を発表しました。 

全体的にはあまり目新しい印象はあ

りませんが、その中でなんといっても

目立つのが「男性 10％、女性 80％」と

いう育児休業取得率の目標設定で、「プ

ラスワン」の目玉として報道などでも

大きく取り上げられました。 

 一口に 10％、80％といっても何の何

に対する比率かによってずいぶん意味

が違ってくるはずです。厚生労働省の

ウェブサイトで公開されている「プラ

スワン」の文面ではこれがはっきりし

ないのですが、新聞報道などを見る限

りでは、旧労働省が実施した「平成１

１年度女性雇用管理基本調査」による

「男性 0.42％、女性 56.4％」を「男性

10％、女性 80％」に向上させる、とい

う書き方がされています。だとすると、

分母は男性が「配偶者が出産した男性

労働者」、女性が「出産した女性労働者」

ということで、男女で異なっており、

分子はともに「１日でも育児休業を取

得した（男性または女性）労働者」と

いうことになりそうです。 

 ですから、女性の数字が高く見えま

すが、これについては妊娠、あるいは

結婚を機に仕事をやめた人が分母から

ごっそり除かれていることに注意する

必要があると思います（現に、この目

標を実数で見ると、男性の「10％」が

約 10 万人に相当するのに対し、女性の

「80％」は約 14 万人に相当し、取得率

に較べると差はずいぶん小さなものに

なります）。 

 目標達成のための施策については、

「プラスワン」では、企業は「推進委

員会の設置や行動計画の策定などの対

応が必要」であり、行政は「関係省庁

が一体となって産業界に対して要請」

「企業に対する育児休業取得促進奨励

金の創設」「広報・啓発」「優良企業の

公表・表彰」などの項目があげられて

います。新聞報道によれば「年内に具

体策を詰める」とのことで、細部はは

っきりしませんが、おそらくは企業に

目標達成に向けての行動計画を作成さ

せて提出させ、取り組み状況が良好な

企業には奨励金や表彰などの「アメ」

を与えつつ、思わしくない企業には指

導を行うといった進め方になるのだろ

うと想像されます。 

 

 いかにも無理な目標 

 

 さて、この施策をどう考えるかです

が、もちろん、育児休業の取得促進、

特に男性の取得を促進することは、制

度の趣旨からいっても大いに取り組む

べきことだと思います。とはいえ、こ

うした目標設定による進め方がいいの

か、目標数値は妥当なのか、といった

点については、実務的な観点からの検

討も必要ではないでしょうか。 



 まず単純な計算をしてみます。「男性

10％、女性 80％」は、実数ではそれぞ

れ年間 10 万人、14 万人に相当すると

いうことでした。これはすなわち、就

労していて出産する女性は年間 17.5

万人ということになるでしょう。その

うち育児休業を取得する女性が 14 万

人、取得しない女性は 3.5 万人という

ことです。 

となると、この目標は、男性の育児

休業取得者 10 万人のうち少なくとも

6.5 万人は、妻が就労していないか、

あるいは夫婦ともに育児休業を取得す

るということになります。これはすば

らしいことですが、収入面などを考え

るといかにも無理なように思われます。

それとも、私の理解が根本的に間違っ

ているのでしょうか？ 

（ちなみに、配偶者が出産した男性は

年間 100 万人という計算になりますの

で、17.5 万人はずいぶん少ないように

感じられるかもしれませんが、国立社

会保障・人口問題研究所が 2000 年に実

施した「第２回全国家庭動向調査」に

よれば、第１子出産前に仕事に就いて

いるのは既婚女性の 56.1％で、そのう

ち 72.8％が出産にあたって仕事をや

めていますので、就労しつつ出産する

のは既婚女性全体の 13.5％というこ

とになります。これは幅広い年代をふ

くんだ調査ですし、夫が就労していな

いケースや未婚で出産するケースもあ

るでしょうから、100 万人に対して

17.5 万人というのは妥当な数字とい

えると思われます。） 

 

 

 80％は「ほとんど全員」 

 

 いずれにしても、この目標は相当チ

ャレンジングなものであることは間違

いなさそうです。企業は目標達成のた

めの行動計画の作成を求められること

になりそうですが、これはかなり困難

をともなう仕事になりそうです。企業

にできることはせいぜい「とりたい人

がとれる環境を整える」ことにとどま

り、とりたくない人をとる気にさせる

ことは難しいからです（もちろん、賃

金を 100％保障するといったインセン

ティブをつければ可能かもしれません

が、それが経営上許されるケースはま

れでしょう）。とりたくない人に無理矢

理とらせることは、これは別の意味で

問題でしょうし、人事担当者にとって

も実にしんどい仕事になります。 

くわえて、女性の目標の 80％という

のは、実務家の感覚では「ほとんど全

員」ということになってしまう、とい

う問題点があります。 

これは実務家以外の方にはわかりに

くいかもしれませんが、従業員 1000

人の大企業でも、出産する女性社員は

年間せいぜい数人というところでしょ

う。全部で数人の中で 80％を達成しな

ければならないとなると、仮に育児休

業を取得しない女性が１人出てしまう

と、その年はそれ以降は全員育児休業

を取得させなければならないというこ

とになります。そういう状況に追い込

まれるのは実務家としては避けたいで

すから、結局は最初からできるだけ全

員に取得させようということになって

しまいます。これは育児休業取得促進



という意味では結構な話ではないか、

という意見もあるかもしれませんが、

結果的に女性から「育児休業を取らな

い」という選択肢を奪ってしまうこと

の方がはるかに大きな問題ではないで

しょうか。 

 

 苦し紛れの対応も 

 

 また、当面は、「プラスワン」を見る

かぎりにおいては「アメ」の政策が中

心で、あまり厳しく達成を迫られるこ

とはなさそうに思えますが、未達成が

続くようだと、たとえば障害者雇用の

ように、ペナルティーの納付とか、改

善の見られない企業の公表など、「ム

チ」の政策もだんだん出てくるかもし

れません。 

そうなると、苦し紛れに出産を控え

た女性に育児休業取得と退職の二者択

一を迫ったり、そもそも女性の採用を

控えたりといった好ましからぬ動きが

出てくる危険性もなしとはできないで

しょう。これはかえって女性の就労促

進や男女雇用機会均等といった少子化

対策に劣らず重要な政策課題に悪影響

を及ぼしかねません。 

 まあ、そこまでやらなくても、育児

休業をとりたくない人にも、１日でも

２日でもいいからとってもらって取得

率を上げる、という方法も現実的な対

処としては考えられます。無難な方法

かもしれませんが、しかしこれが政策

の趣旨には沿わないことはいうまでも

ありません。そして、こういった抜け

道を探すことは、実務家にとっては非

常にむなしい仕事になります。 

 チャレンジングな目標に対しては達

成を強く求めるべきではないというの

は、成果主義人事の常識のようなもの

だと思いますが、行政にはこの目標が

非常に厳しい非現実的なものであるこ

とをふまえた運用をお願いしたいもの

です。 

 

 企業は働き方を変えられるか 

 

「プラスワン」は、具体的な取り組

み事項の最初の施策として「少子化の

背景にある『家庭よりも仕事を優先す

る』というこれまでの働き方を見直」

すということをあげています。具体的

には「育児をしながら働き続けられる

職場づくり」「子育て期間の残業時間縮

減」「長期休暇の取得推進」「企業内の

協力体制整備」「不利益取扱いや嫌がら

せの防止」の５項目です。育児休業取

得率の目標設定は、その次の施策とし

て独立して掲げられていますが、内容

的には５項目の中の「育児をしながら

働き続けられる」に含まれるものでし

ょう。 
 どれも企業に対応を求めるものばか

りですが、多少の効果はあるにしても、

これで本当に「『家庭よりも仕事を優先

する』というこれまでの働き方」を変

えることができ、ひいては少子化をと

めることができるのでしょうか。 
 そもそも、企業にむかって「少子化

対策のために仕事より家庭を優先させ

ろ」というのは、いささか無理な話で

はないでしょうか。いま産業界では、

人材の確保や多様性による組織の活性

化のために、「仕事より家庭を優先でき



る」働き方も選べるようにしようとい

う動きが大きくなりつつありますが、

これは少子化対策のためにやっている

わけではないでしょう。 
 企業にとって、育児休業をとりたく

ない人にとらせることが難しいように、

仕事を優先したい人に家庭を優先させ

ることもやはり難しいのではないでし

ょうか。 
 私には、企業にできるその唯一の方

法は、「労働条件を配偶者と同等または

それ以下にする」ということしか考え

つきません。そうなれば、経済的には

家庭を優先させた方が合理的になりま

す。これにはもちろん抵抗も大きいで

しょうが、おそらくいずれはこうした

方向に進まざるを得なくなるような予

感がしています。 
 
 企業は少子化をとめられるか 
 
 もう一度 10％・80％の話に戻ります。 
 就労している女性が出産した場合、

育児休業を取得するほかに、ゼロ歳か

ら対応できるベビーシッターや託児所

を利用するという方法もあります。も

し、こうした託児所などのインフラが

整備され、選択が可能であるとすれば、

働き続ける女性の 80％までもが育児
休業を希望するでしょうか。費用の問

題などはあるのでしょうが、少子化対

策という意味でも、女性の就労促進と

いう意味でも、行政が力を入れて取り

組むべきなのは、こうしたインフラの

整備のほうではないかと思います。 
 将来、育児休業がだれでも望むだけ

とれるようになったとして、それで少

子化がとまるでしょうか。おそらく、

就労時間の次には余暇時間の問題が出

てきて、余暇時間に子どもを預けられ

るところが必要だ、という議論になる

のではないかと思います。であれば、

はじめから就労時間も余暇時間も子ど

もを預けられるインフラを整備したほ

うがいいのではないでしょうか。 
 少子化対策において、たしかに企業

の問題は大きいかもしれません。しか

し、それがすべてではないことも明ら

かです。これをはじめとして、私には、

現在の少子化対策は少々企業に対する

施策に偏りすぎているように思えてな

りません。社会全体の問題としての再

構築が必要なのではないでしょうか。 


